
（別紙） 

諮問番号：令和６年度諮問第32号 

答申番号：令和７年度答申第１号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、妻の元夫のＤＶにより命の危険があるため自動車の使

用に係る上申書を処分庁に提出しており、また、足と目が悪いため通院してい

る病院からは自動車で通院をするように言われているにもかかわらず、処分庁

は自動車の使用を認めず、自動車の運転禁止指示に従わないことを理由に行わ

れた原処分（生活保護変更処分）は違法又は不当であると主張していると解さ

れる。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

(1) 「妻及び子どもを妻の元夫のＤＶから守る」という理由は制度上自動車保

有が認められる事由には該当せず、生活保護法（以下「法」という。）によ

る保護（以下「保護」という。）を受給中の足と目が悪く公共交通機関が使

えない者に対し、保護受給者へのタクシー等による通院移送費の支給を認識

している医療機関側が自動車で通院するよう勧めることは常識的に考えに

くく、これを裏付ける客観的な資料の提出もない。 

(2) 再三自動車の運転禁止について文書による指示を行っているにもかかわ

らず運転を続けている経緯を踏まえると、請求人世帯については、保護を停

止することによって当該指示に従わせることは著しく困難と認められるた

め、保護の廃止が妥当であると判断した一方で、長女及び二女については保

護の継続が妥当と判断した。 

 (3) 「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和38年４月１日付け社

発第246号厚生省社会局長通知）第１の２によれば、世帯員のうちに、稼働

能力があるにもかかわらず収入を得るための努力をしない等保護の要件を



欠く者があるが、他の世帯員が真にやむを得ない事情によって保護を要する

状態にある場合は、世帯分離をして差し支えないとされているため、請求人

及び妻の世帯分離をした上で原処分を行ったのであるから、原処分に違法又

は不当な点はない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 請求人及び妻は、処分庁から自動車の保有及び運転について重ねて文書によ

る指示を受けているにもかかわらず、それらに従わなかったため、処分庁は、

請求人世帯の保護廃止が妥当と判断したものの、法第56条において被保護者は

正当な理由がなければ既に決定された保護を不利益に変更されることがない

とされていることから長女及び二女の保護を継続したのであり、結論として請

求人及び妻の世帯分離をし保護の対象から除外した処分庁の判断に裁量権の

逸脱又は濫用があるとまではいえない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張には理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年３月10日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同年４月18日の審査会において、調査審

議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

ものとされている（法第４条第１項）。また、保護は、世帯を単位としてその

要否及び程度を定めるものとされているが、これによりがたいときは、個人を

単位として定めることができるとされている（法第10条）。さらに、保護の実

施機関は、被保護者に対して、生活の維持、向上その他保護の目的達成に必要

な指導又は指示をすることができるものとされており（法第27条第１項）、被

保護者はこれに従わなければならないとされている（法第62条第１項）。そし



て、保護の実施機関は、被保護者が法第62条第１項の規定による義務に違反し

たときは、保護の変更、停止又は廃止をすることができるとされている（同条

第３項）。 

保護の変更の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事務とされて

おり、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準（以

下「処理基準」という。）を定めており、処理基準によれば、最低生活の内容

としてその所有又は利用を容認するに適しない資産は、原則として処分の上、

最低限度の生活の維持のために活用させることとされている。また、被保護者

が書面による法第27条の規定による指導又は指示に従わない場合には、必要と

認められるときは、法第62条の規定により、所定の手続を経た上、保護の変更、

停止又は廃止を行うこととなる。他に、最近１年以内において当該指導又は指

示違反のほかに文書による指示に対する違反があったとき、又は保護の停止を

行うことによっては当該指導又は指示に従わせることが著しく困難であると

認められるときは、保護を廃止することとされている。そして、同一世帯に属

していると認定されるものでも、世帯員のうちに、稼働能力があるにもかかわ

らず収入を得るための努力をしない等保護の要件を欠く者があるが、他の世帯

員が真にやむを得ない事情によって保護を要する状態にある場合は、世帯分離

して差しつかえないとされている。 

そこで本件についてみると、自動車の保有及び運転を認められるに足りる理

由を示す資料が請求人から提示されていない以上、請求人世帯の自動車の保有

及び運転が認められる余地はなく、処分庁が複数回にわたり行った指示は、保

護の適正な実施のために行われたものというべきである。そして、被保護者が

必要な指導又は指示に従わないときは、保護の変更、停止又は廃止をすること

ができるとされているところ、処分庁の判断として、指示に従わなかった請求

人世帯の保護を廃止することが妥当であるものの、長女及び二女については保

護を継続する必要があるため、請求人及び妻の世帯分離をした上で保護対象を

長女及び二女のみとして保護費を減額する原処分を行うこととしたことに著

しく不合理な点はなく、原処分に違法又は不当な点は認められないというべき

である。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、



これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 

 

        委 員（会長） 館   田     晶      子 

 

        委 員      鳥   井     賢      治 

 

        委 員      日   笠     倫    子 


